
1.補正予算案議会上程予定日

2.予算規模 単位：千円

当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

24,000,000 25,938,010 404,788 26,342,798

100.00% 108.08% 1.69% 109.76%

6,384,305 6,384,742 △ 3,286 6,381,456

100.00% 100.01% -0.05% 99.96%

9,158,376 9,363,679 8,322 9,372,001

100.00% 102.24% 0.09% 102.33%

39,542,681 41,686,431 409,824 42,096,255

100.00% 105.42% 1.04% 106.46%

※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額を表示しています。

3.会計別 単位：千円

会　計　区　分 補正号数 当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

一般会計 第8号 24,000,000 25,938,010 404,788 26,342,798
国民健康保険事業特別会計 第3号 4,578,100 4,578,537 △ 1,005 4,577,532
後期高齢者医療特別会計 第1号 1,486,100 1,486,100 △ 178 1,485,922
国民健康保険診療所特別会計 第1号 156,300 156,300 △ 2,682 153,618
宅地造成事業特別会計 第1号 34,800 34,800 579 35,379
病院事業会計 第2号 4,743,187 4,948,490 8,322 4,956,812

総　　　　　計 409,824

※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額を表示しています。

4.概要

　令和４年度　愛知県新城市の補正予算案の概要（No.８）　　

令和4年12月1日

会　　計　　区　　分

　今回の補正予算案は、新型コロナウイルス感染症に関する対策、コロナ禍におけるエネルギー・食
料品等物価高騰対策及び令和４年人事院勧告や職員の異動等に伴う人件費の調整を行うとともに、市
政各分野において市民サービスの維持・向上を図るための経費、老朽化した公共施設等の補修を行う
ための経費、過年度分収入の精算に伴う経費を措置するために編成した。
　予算補正を行う会計は、6会計である。
・一般会計
・国民健康保険事業特別会計
・後期高齢者医療特別会計
・国民健康保険診療所特別会計
・宅地造成事業特別会計
・病院事業会計

一　　　般　　　会　　　計

特　　　別　　　会　　　計

企　　　業　　　会　　　計

総　　　　　　　計
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5.補正予算の主な内容

 (1) 一般会計

　①歳入歳出予算補正

ア．歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

地方交付税 14,947 地方交付税

14,947 財政課

分担金及び負担金 146

146 農業課

国庫支出金 161,563

4,083 福祉課

964 こども未来課

412 こども未来課

12,397 福祉課

85,811 企画政策課

2,931 情報政策課

340 こども未来課

19 児童養育支援室

50,000 土木課

4,606 教育総務課

県支出金 △ 12,067

2,041 福祉課

241 こども未来課

317 こども未来課

412 こども未来課

71 こども未来課

△ 12,579 農業課

△ 2,570 森林課

寄附金 516

516 健康課

繰入金 261,359

231,200 財政課

5,000 福祉課

△ 775 企画政策課

25,934 財政課

繰越金 57,770

57,770 財政課

主な歳入内容

普通交付税

分担金

市単独土地改良事業分担金

国庫負担金

障害者自立支援医療給付費負担金

児童手当負担金

保育対策総合支援事業費補助金

生活扶助費等負担金

国庫補助金

新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金

マイナポイント事業費補助金

子ども・子育て支援交付金

児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業補助金

地方創生道整備推進交付金

学校施設環境改善交付金

県負担金

障害者自立支援医療給付費負担金

児童手当負担金

県補助金

地域子ども・子育て支援事業費補助金

保育対策総合支援事業費補助金

愛知県保育所等給食費軽減対策支援金

産地生産基盤パワーアップ事業補助金

小規模林道事業補助金

寄附金

保健衛生費寄附金

基金繰入金

財政調整基金繰入金

地域福祉基金繰入金

みんなのまちづくり基金繰入金

新型コロナウイルス感染症対策基金繰
入金

繰越金

前年度繰越金
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歳入の区分 補正予算額 担当課

諸収入 2,154

110 企画政策課

29 健康課

67 森林課

1,850 観光課

98 用地開発課

市債 △ 81,600

300 財政課

45,000 財政課

2,200 財政課

100 財政課

△ 129,200 財政課

歳入合計 404,788

 イ．歳出
単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（議会費）

人件費（議会費） △ 31 秘書人事課

（総務費）

人件費（三役分） △ 2,761 秘書人事課

人件費（一般管理費） 1,958 秘書人事課

乗車券類販売事業 115
公共交通対
策室

地域安全対策事業 30 行政課

共通管理事業 13,529 行政課

◎ 庁内管理事業 230 行政課

庁内ＬＡＮ管理事業 16,259 情報政策課

新城まちなみ情報セン
ター管理事業

435
市民自治推
進課

職員研修事業 △ 245 秘書人事課

人事管理一般事務経費 1,990 秘書人事課

◎
新型コロナウイルス感染
症対策基金積立事業

1,095 財政課

旧黄柳野小学校管理事業 110 企画政策課

公共施設マネジメント推
進事業

4,584 資産管理室

車両管理事業 37 行政課

企画振興事業 404 企画政策課

水源地域対策事業 152 企画政策課

主な歳入内容

雑入

東三河ドローン・リバー構想推進協議
会負担金

公共施設使用者光熱水費等収入

森林整備地域活動支援事業交付金返還
金（過年度分）

もっくる新城維持管理基金負担金

公共補償金

市債

小規模林道事業

地方創生道整備推進交付金事業
（道路）

学校給食施設改築事業

公共土木施設小災害復旧事業

地方交付税代替臨時財政対策債

◎：新型コロナウイルス感染症対策事業
◇：エネルギー・食料品等物価高騰対策事業

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う期末手当及び人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

電気料金の高騰による光熱水費の増
作手総合支所車庫のシャッター修繕

手指消毒用アルコール等の購入

保証期限満了に伴う庁内ネットワーク機器の更新

電気料金の高騰による光熱水費の増

新型コロナウイルス感染症の影響により新規採用職員宿
泊型研修を中止したことによる減

職員身分証明書作製用パソコン及びＩＤカードプリン
ターの更新

新型コロナウイルス感染症対策基金への積立

電気料金の高騰による光熱水費の増

公共施設マネジメント支援システムの改良及びサーバ機
器の更新

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

過年度分補助事業について、補助対象事業者からの申し
出により補助金の返還を受けたことによる国庫支出金の
返還

電気料金の高騰による光熱水費の増

3



事業名 補正予算額 担当課

鳳来総合支所周辺整備事業 17,006 企画政策課

情報政策推進事業 2,931 情報政策課

若者が活躍できるまち実
現事業

△ 142
市民自治推
進課

宅地販売促進事業 579 企画政策課

交通安全対策事業 26 行政課

小学校管理事業（舟着地
域自治区予算事業）

△ 248
市民自治推
進課

小学校管理事業（八名地
域自治区予算事業）

△ 168
市民自治推
進課

人件費（税務総務費） △ 6,842 秘書人事課

還付金・還付加算金・返
還金経費

2,524 税務課

人件費（戸籍住民基本台
帳費）

△ 4,435 秘書人事課

人件費（選挙管理委員会
費）

445 秘書人事課

人件費（統計調査費） 1,554 秘書人事課

人件費（監査委員費） △ 3,924 秘書人事課

（民生費）

人件費（社会福祉総務
費）

3,204 秘書人事課

◇
①

物価高騰対策費交付事業 7,612 福祉課

社会福祉援助事業 51 福祉課

生活困窮者自立支援事業 1,604 福祉課

◇ しんしろ福祉会館管理事業 709 福祉課

◇ 西部福祉会館管理事業 955 福祉課

自立支援医療給付費 10,075 福祉課

地域活動支援センター事業 2,731 福祉課

障害者虐待防止対策支援
事業

23 福祉課

障害支援区分認定等事務
事業

19 福祉課

障害児通所給付事業 5,451 福祉課

国民健康保険事業特別会
計繰出金

△ 1,170 財政課

人件費（老人福祉費） 2,254 秘書人事課

◇
①

物価高騰対策費交付事業 21,836 高齢者支援課

◇
②

買い物困難地域対策事業 300 高齢者支援課

◇ 老人ホーム管理事業 2,488 高齢者支援課

老人福祉センター管理事業 243 高齢者支援課

◇
高齢者生活福祉センター
虹の郷管理事業

4,191 高齢者支援課

主な事業内容

鳳来総合支所、開発センター、旧総合庁舎の解体撤去に
向けたアスベスト調査及び解体撤去工事実施設計業務

マイナポイント設定支援業務委託料

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮
小等したことによる減

宅地造成事業特別会計貸付金の増

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

追加建議
舟着小学校体育館ガラスへの飛散防止フィルムの整備

別事業での実施による修繕料の減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

市税還付金の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

物価高騰の影響を受けた障害福祉サービス事業所へ物価
高騰対策費交付金の支給

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

過年度分事業費の確定精算に伴う国庫支出金の返還金

電気料金等の高騰に伴う指定管理委託料の増

電気料金等の高騰に伴う指定管理委託料の増

更生医療給付費の増
過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

地域活動支援センター事業委託料の増

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

人事院勧告及び職員の異動等に伴う繰出金の減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

物価高騰の影響を受けた介護サービス事業所へ物価高騰
対策費交付金の支給

燃料価格高騰対策移動販売事業者支援金

電気料金等の高騰に伴う指定管理委託料の増

電気料金の高騰による光熱水費の増

電気料金等の高騰に伴う指定管理委託料の増
電気設備及び非常用照明器具の修繕
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事業名 補正予算額 担当課

いきいきライフの館管理
事業

2,185 高齢者支援課

人件費（介護保険事業
費）

△ 413 秘書人事課

後期高齢者医療特別会計
繰出金

△ 23,322 財政課

人件費（児童福祉総務
費）

△ 5,253 秘書人事課

子育て世帯への臨時特別
給付金給付事業

301 こども未来課

◇
保育所等給食費軽減対策
支援事業

108 こども未来課

◇
①

物価高騰対策費交付事業 1,604 こども未来課

放課後児童対策事業 1,563 こども未来課

子育て世代包括支援セン
ター運営事業

43 児童養育支援室

児童虐待等防止対策事業 36 児童養育支援室

児童福祉一般事務経費 995 こども未来課
児童養育支援室

③
こども園再編・整備計画
策定事業

49 こども未来課

児童扶養手当支給事業 8 こども未来課

児童手当支給事業 357 こども未来課

人件費（保育所費） △ 48,613 秘書人事課

④ 保育所管理事業 44,833 こども未来課

人件費（おおぞら園費） △ 849 秘書人事課

おおぞら園管理運営事業 611 こども未来課

児童館運営事業 626 こども未来課

人件費（地域子育て支援
センター費）

1,011 秘書人事課

④
地域子育て支援センター
運営事業

281 こども未来課

子育て世帯生活支援特別
給付金給付事業

0 こども未来課

人件費（生活保護総務
費）

△ 2,887 秘書人事課

扶助事業 22,956 福祉課

（衛生費）

人件費（保健総務費） △ 14,316 秘書人事課

◇
①

物価高騰対策費交付事業 19,332
地域医療支
援センター

主な事業内容

高圧受電設備及び非常用照明器具の修繕

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

療養給付費負担金確定に伴う療養給付費等繰出金の減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

事業費の確定精算に伴う国庫支出金の返還金

愛知県保育所等給食費軽減対策支援金（令和４年10月
から令和５年３月まで）の増

物価高騰の影響を受けた児童福祉施設等へ物価高騰対策
費交付金の支給

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増
令和５年度から鳳来寺小学校児童クラブ通年開設に伴う
外鍵設置

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

こども園再編・整備計画策定支援業務委託の発注に伴う
プロポーザル評価委員報償費及び費用弁償

過年度分事業費の確定精算に伴う国庫支出金の返還金

過年度分事業費の確定精算に伴う国庫支出金の返還金

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増
遊具等修繕（東郷西、城北、千郷東、山吉田こども園）
用地購入費（長篠こども園）
寄附金による備品(複合遊具)の購入（東郷西こども園）

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

電気料金の高騰による光熱水費の増

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
寄附金による備品（キッズプレイマット）の購入

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

生活保護受給者数の増加等に伴う扶助費の増及び過年度
分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

物価高騰の影響を受けた医療機関等へ物価高騰対策費交
付金の支給
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事業名 補正予算額 担当課

健康教育事業 3 健康課

④ 保健センター管理事業 1,859 健康課

すこやか子育て事業 7 健康課

乳幼児健康診査事業 27 健康課

予防接種事業 859 健康課

人件費（訪問看護費） 2,223 秘書人事課

訪問看護事業 547
地域医療支
援センター

人件費（助産所費） 197 秘書人事課

人件費（しんしろ斎苑
費）

82 秘書人事課

斎苑管理事業 4,049 生活環境課

斎苑整備事業 6,508 生活環境課

国民健康保険診療所特別
会計繰出金

△ 2,727 財政課

人件費（清掃総務費） 5,452 秘書人事課

人件費（廃棄物収集処理
費）

△ 2,834 秘書人事課

ごみ減量推進事業 89 生活環境課

人件費（クリーンセン
ター費）

355 秘書人事課

クリーンセンター管理事業 28,093 生活環境課

クリーンセンター整備事業 10,670 生活環境課

人件費（し尿処理費） △ 89 秘書人事課

し尿等下水道投入施設管
理事業

2,213 生活環境課

埋立処分場維持管理事業 4,229 生活環境課

人件費（公害対策費） △ 60 秘書人事課

（労働費）

人件費（労働諸費） 502 秘書人事課

人件費（勤労青少年ホー
ム費）

203 秘書人事課

勤労青少年ホーム管理事業 1,554 産業政策課

（農林水産業費）

人件費（農業委員会費） △ 3,083 秘書人事課

人件費（農業総務費） △ 6,733 秘書人事課

◇
⑤

省エネルギー化施設設備
整備事業

17,902 農業課

農業経営近代化施設整備
事業

△ 12,579 農業課

◇
学童農園山びこの丘管理
運営事業

2,294 農業課

◇
つくで手作り村管理運営
事業

337 農業課

環境改善センター管理事業 113 農業課

主な事業内容

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

電気料金の高騰による光熱水費の増
電気温水器取替
寄附金による備品（デジタルサイネージ）の購入

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金等の高騰に伴う施設使用負担金の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

電気料金の高騰による光熱水費の増

火葬施設設備等改修工事の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う繰出金の減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

電気料金の高騰による光熱水費の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

電気料金の高騰による光熱水費の増

トラックスケール改良工事

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

電気料金の高騰による光熱水費の増

電気料金の高騰による光熱水費の増
修繕料の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

電気料金の高騰による光熱水費の増
空調機及び自動火災報知設備修繕

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

省エネルギー化施設設備整備事業補助金（菌床しいたけ
用ハウス　ヒートポンプ導入補助）

産地生産基盤パワーアップ事業補助金の減（省エネル
ギー化施設設備整備事業補助金へ組替）

電気料金等の高騰に伴う指定管理委託料の増

電気料金等の高騰に伴う指定管理委託料の増

電気料金の高騰及び漏水に伴う光熱水費の増
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事業名 補正予算額 担当課

人件費（農業土木費） 385 秘書人事課

ほ場整備事業 20 農業課

緊急改修事業 5,668 農業課

人件費（林業総務費） 1,071 秘書人事課

森林整備地域活動支援事業 50 森林課

創造の森等維持管理事業 1,967 森林課

あいち森と緑づくり事業 0 森林課

森づくり基金積立事業 △ 15,979 森林課

人件費（林業土木費） 313 秘書人事課

小規模林道事業（改良） △ 2,200 森林課

市単独林道事業 12,226 森林課

（商工費）

人件費（商工総務費） △ 11,263 秘書人事課

◇
⑥

運送業界支援事業 23,559 産業政策課

小規模企業等振興資金預
託事業

483 産業政策課

東海自然歩道管理事業 0 観光課

観光施設等維持管理事業 6,451 観光課

湯谷温泉配湯事業 1,046 観光課

◇
鳳来ゆ～ゆ～ありいな管
理運営事業

8,983 観光課

もっくる新城維持管理基
金積立事業

1,850 観光課

（土木費）

人件費（土木総務費） 26,569 秘書人事課

人件費（道路橋りょう総
務費）

2,559 秘書人事課

支弁人件費（道路新設改
良費）

△ 1,138 秘書人事課

道整備交付金事業 101,000 土木課

河川関連事業 12 用地開発課

人件費（都市計画総務
費）

△ 2,122 秘書人事課

人件費（住宅管理費） 106 秘書人事課

（消防費）

人件費（常備消防費） 18,329 秘書人事課

警防救助活動事業 187 消防総務課

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

工業用水道事業廃止に伴う坂下池（有海）集水能力調査
業務
排水路改修工事の増（矢部地区２か所）
排水路浚渫工事の増（牛倉地区）
原材料費の増（富岡中部地区）

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

過年度の森林整備地域活動支援事業の交付対象者におい
て、実績不足が判明したことに伴う国県支出金の返還金

公園内の枯木による利用者への被害防止及び倒木による
近隣住宅への被害防止のための支障木伐採委託料

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

森林環境譲与税を活用した事業の追加に伴う基金積立金
の減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

県補助金の減による林道改良工事の減

台風の影響等による修繕料の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

燃料価格高騰対策運送事業者等支援金の減
物価高騰対策運送事業者等支援金の交付

信用保証料補助金の増

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

修繕料の増（笠川、水神池トイレ）
桜淵公園（右岸側）境界画定業務委託料
観光看板撤去工事（作手田原）
樹木伐採業務委託料（鳳来寺山遊歩道）

修繕料の増（木質バイオマスボイラー修繕）

修繕料の増（機械室鉄扉取替）
電気料金等の高騰に伴う指定管理委託料の増

維持管理負担金の増に伴う基金積立金の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

国庫補助金の追加配分による道路改良工事の増（市道小
畑吉川線）

砂防河川新戸川改修工事に伴う公共補償による買収

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

経年により使用不能となった合成界面活性剤泡消火薬剤
の廃棄
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事業名 補正予算額 担当課

救急活動事業 347 消防総務課

活動管理事業 89 消防総務課

消防庁舎管理事業 12,475 消防総務課

消防一般事務経費 12,082 消防総務課

人件費（非常備消防費） 1,243 秘書人事課

人件費（災害対策費） △ 15,043 秘書人事課

防災学習ホール管理運営
事業

23 防災対策課

（教育費）

人件費（事務局費） 1,751 秘書人事課

適応指導教室推進事業 83 学校教育課

新城ハートフルスタッフ
活用事業

397 学校教育課

不登校対策事業 22 学校教育課

人件費（小学校費） △ 3,514 秘書人事課

小学校管理事業 23,103 教育総務課

情報教育推進事業(小学校) 916 教育総務課

人件費（中学校費） △ 21,908 秘書人事課

中学校管理事業 17,411 教育総務課

情報教育推進事業(中学校) 163 教育総務課

ＩＣＴ活用教育推進事業 4 学校教育課

人件費（社会教育総務
費）

9,552 秘書人事課

◇ 地域文化広場管理事業 3,735 生涯共育課

文化財保護事業 2,799 生涯共育課

設楽原歴史資料館管理事業 1,149 生涯共育課

長篠城址史跡保存館管理
事業

9 生涯共育課

鳳来寺山自然科学博物館
管理事業

1,699 生涯共育課

鳳来寺山歴史文化考証館
管理事業

128 企画政策課

西部公民館管理運営事業 22 生涯共育課

主な事業内容

感染性廃棄物収集運搬処理業務委託料の増

管内署所勤務補充者出向自家用車賃借料の増

電気料金の高騰による光熱水費の増
消防防災センター浄化槽・外構改修工事

令和３年度広域消防事務費負担金の精算

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増
修繕料の増
　プールろ過機（新城、千郷、鳳来寺）
　消防設備（千郷、東郷西、東郷東、八名、鳳来中
　部、鳳来寺、東陽、鳳来東）
　玄関扉（鳳来中部）
樹木伐採業務委託料（新城、千郷、東郷西、東郷東）
備品購入費の増（新城、東郷東、八名）

パソコン廃棄手数料

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増
修繕料の増
　生徒玄関軒天（東郷）
　消防設備（新城、千郷、東郷、八名、鳳来）
樹木伐採業務委託料（千郷、八名）
作手中学校体育館軒樋修繕工事
作手中学校体育館ステージ修繕工事
備品購入費（八名）

パソコン廃棄手数料

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

電気料金等の高騰に伴う指定管理委託料の増

落雷被害を受けた重要文化財 東照宮防災設備修繕に伴
う保存事業補助金の増
名勝・天然記念物 鳳来寺山の橋欄干修繕工事

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増
側溝改修工事

電気料金の高騰による光熱水費の増

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
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事業名 補正予算額 担当課

新城青年の家管理事業 368 生涯共育課

鳳来中央集会所管理運営
事業

171 生涯共育課

海老構造改善センター管
理運営事業

89 生涯共育課

共育施設管理運営事業 135 生涯共育課

つくで交流館管理事業 1,938 作手地域課

人件費（保健体育総務
費）

△ 9,087 秘書人事課

新城マラソン大会開催事業 △ 1,557 生涯共育課

鬼久保ふれあい広場管理
事業

199 生涯共育課

夜間照明施設管理事業 439 生涯共育課

⑦ 学校給食施設改築事業 1,943 教育総務課

（災害復旧費）

現年発生災害復旧事業 8,000 土木課

公共土木施設小災害復旧
事業

0 土木課

歳出合計 404,788

② 継続費補正

追加内容 単位：千円

款 項 総額 年度 年割額

令和４年度 0

⑦ 令和５年度 2,172,615

令和６年度 560,753

③ 繰越明許費補正

追加内容 単位：千円

款 金額

２ 総務費 17,006

７ 商工費 4,654

８ 土木費 278,290

１１ 災害復旧費 46,000

主な事業内容

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増

電気料金の高騰による光熱水費の増

電気料金の高騰による光熱水費の増

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
電気料金の高騰による光熱水費の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止した
ことによる減

電気料金の高騰による光熱水費の増

電気料金の高騰による光熱水費の増

県有地使用料の減
県有地用地購入費

災害復旧工事の増（準用河川五反田川）

財源更正

事業名

項 事業名

１ 総務管理費 鳳来総合支所周辺整備事業

１ 商工費 観光施設等維持管理事業

２ 道路橋りょう費 道整備交付金事業

２ 公共土木施設災害復旧費 現年発生災害復旧事業

10 教育費 ５ 保健体育費 学校給食施設改築事業 2,733,368
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④債務負担行為補正

追加内容 単位：千円

変更内容 単位：千円

9,944 

⑤地方債補正

変更内容 単位：千円

補正前 補正後

36,000 36,300

135,000 180,000

298,000 300,200

1,000 1,100

400,000 270,800

2,758,600 2,677,000

事項 期間 限度額

会議録・委員会記録作成業務委託料 令和５年度 2,464

議会しんしろ印刷費 令和５年度 2,331

広報しんしろ「ほのか」印刷費 令和５年度 12,962

ペイジー口座振替受付サービス利用料 令和５年度 476

地方税共通納税システムサービス利用料 令和５年度 1,228

こども園再編・整備計画策定支援業務委託料
令和５年度から
令和６年度まで

21,835

施設日常消毒業務委託料（こども園） 令和５年度 16,870

施設日常消毒業務委託料（おおぞら園） 令和５年度 728

施設日常消毒業務委託料（児童館） 令和５年度 703

感染性廃棄物収集運搬処理業務委託料 令和５年度 666

児童生徒健康診断手数料 令和５年度 3,688

期間

補正前 補正後

学校給食受入施設新築実施設計業務委
託料

令和４年度から
令和５年度まで

令和４年度から
令和６年度まで

限度額

小規模林道事業

地方創生道整備推進交付金事業（道路）

学校給食施設改築事業

公共土木施設小災害復旧事業

地方交付税代替臨時財政対策債

地方債合計

事項 限度額

項目
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（2）国民健康保険事業特別会計

① 歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

県支出金 165 県補助金

特別調整交付金分 165 保険医療課

繰入金 △ 1,170 他会計繰入金

△ 1,170 保険医療課

歳入合計 △ 1,005

② 歳出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

人件費（一般管理費） △ 1,229 秘書人事課

給付一般事務経費 185 保険医療課

賦課事業 31 保険医療課

（保健事業費）

特定保健指導事業 8 健康課

歳出合計 △ 1,005

（3）後期高齢者医療特別会計

① 歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

繰入金 △ 23,322

△ 212 保険医療課

△ 23,110 保険医療課

繰越金 34

34 保険医療課

諸収入 23,110

23,110 保険医療課

歳入合計 △ 178

② 歳出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

人件費（一般管理費） △ 30 秘書人事課

（後期高齢者医療広域連
合納付金）

後期高齢者医療広域連合
納付事務事業

△ 148 保険医療課

歳出合計 △ 178

主な歳入内容

職員給与費等繰入金

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整
コクホライン・調交システム改修委託料

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

人事院勧告に伴う会計年度任用職員報酬等の調整

主な歳入内容

一般会計繰入金

事務費繰入金

療養給付費繰入金

繰越金

前年度繰越金

雑入

療養給付費負担金精算金

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

過年度納付分保険料等負担金の増
事務費負担金の減
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（4）国民健康保険診療所特別会計

① 歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

県支出金 45 県補助金

45 作手診療所

繰入金 △ 2,727 繰入金

△ 2,727 作手診療所

歳入合計 △ 2,682

② 歳出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

人件費（職員分） △ 3,282 秘書人事課

一般管理事業 783 作手診療所

へき地医療推進事業 △ 442 作手診療所

（医業費）

診療事業 259 作手診療所

歳出合計 △ 2,682

（5）宅地造成事業特別会計

① 歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

借入金 579 借入金

579 企画政策課

歳入合計 579

② 歳出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

宅地販売促進事業 579 企画政策課

歳出合計 579

（6）病院事業会計

① 収益的収入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

補助金 151,108 医事課

収益的収入合計 151,108

② 収益的支出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（病院事業費用）

医業費用 8,322 総務企画課

収益的支出合計 8,322

主な歳入内容

高齢福祉施設等ワクチン接種加速化支
援金

一般会計繰入金

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

電気料金の高騰による光熱水費の増
修繕料の増

代診医休診による報酬、費用弁償の減

卓上遠心機更新

主な歳入内容

一般会計借入金

主な事業内容

電気料金の高騰による光熱水費の増

主な歳入内容

愛知県新型コロナウイルス感染症対策事業補助金

主な事業内容

医療廃棄物処理委託料の増
新型コロナウイルス感染症入院病室清掃手数料の増
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①

光熱費等の物価高騰の影響を受ける

福祉・介護・医療サービス事業所等を支援します

【物価高騰対策費交付金】

原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響を受け、経費負担の増大により苦慮さ

れている医療機関や福祉サービス事業所・施設に対し、サービスに必要な利用者の送迎や

訪問支援に係るガソリン代、施設管理に係る光熱費等についての負担軽減を目的とした物

価高騰対策費交付金を交付し、市民の健康や生活を支える福祉・介護・医療の事業所等を

支援します。

交付金額 障害福祉サービス事業所（予算額７，６１２千円）

通所・グループホーム系 １事業所当たり ３００千円

訪問・居宅系 〃 ２００千円

介護サービス事業所（予算額２１，８３６千円）

入所施設（定員３０名以上）１事業所当たり ４００千円

入所施設（定員２９名まで） 〃 ３００千円

通所系 〃 ３００千円

訪問系 〃 ２００千円

児童福祉施設等（予算額１，６０４千円）

入所施設（定員２０名以上）１事業所当たり ４００千円

上記以外の事業所 〃 ２００千円

医療機関等（予算額１９，３３２千円）

病院 １事業所当たり ５００千円

診療所（医科・歯科） 〃 ３００千円

薬局 〃 ２００千円

財 源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ２４，４５０千円

新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金 ２５，９３４千円

問合先：健康福祉部

（障害福祉サービス事業所分）福祉課 課長 中山（23-7624）

（介護サービス事業所分） 高齢者支援課 課長 後藤（23-7688）

（児童福祉施設等分） こども未来課 課長 浅井（23-7622）

（医療機関等分） 地域医療支援室 室長 鈴木（23-7671）

新 規

市独自

（障害福祉サービス事業所分）３款－１項－１目 （社会福祉総務費）

（介護サービス事業所分） ３款－２項－１目 （老人福祉費）

（児童福祉施設等分） ３款－３項－１目 （児童福祉総務費）

（医療機関等分） ４款－１項－１目 （保健総務費）

物価高騰対策費交付事業
（エネルギー・食料品等物価高騰対策事業）

予算額

５０，３８４千円
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②

燃料価格高騰の影響を受ける

移動販売事業者を支援します

過疎化や後継者不足により地域の個人商店がなくなり買い物が困難となった地域でも高

齢者が安心した生活が行えるよう、移動販売（移動スーパー）事業を実施している事業者

に対し燃料価格高騰分に対する負担軽減を目的とした支援金を交付し、引き続き買い物困

難地域における買い物支援事業が継続できるよう支援します。

１ 概 要

買い物困難地域における移動販売事業を継続するための燃料費の助成

２ 予 算 額 300千円

・燃料価格高騰対策移動販売事業者支援金 300千円

財 源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 300千円

３ 支援内容

移動販売車両１台につき、30千円を交付（冷蔵機能を有する車両に限る）

問合先 健康福祉部高齢者支援課 課長 後藤（電話０５３６－２３－７６88）

新 規

市独自

３款 － ２項 － １目 （老人福祉費）

買い物困難地域対策事業
（エネルギー・食料品等物価高騰対策事業）

予算額

300千円
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③

こども園再編・整備計画策定を進めます

こども園の整備等にかかる基本的な考え方を示すために令和３年度に策定した「新城市

こども園整備指針」に基づき、こども園再編・整備計画の策定を進めます。

１ 概 要

こども園再編・整備計画策定業者選定委員（プロポーザル評価委員）への

報償費及び費用弁償の支払

２ 予 算 額 ４９千円

・報償費 ４２千円

・費用弁償 ７千円

財 源 一般財源 ４９千円

※ 債務負担行為 こども園再編・整備計画策定支援業務委託

令和５年度から令和６年度まで 21,835千円

問合先 健康福祉部こども未来課 課長 浅井（電話０５３６－２３－７６２２）

新 規

市独自

３款 － ３項 － １目 （児童福祉総務費）

こども園再編・整備計画策定事業
予算額

４９千円
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④

寄附金による備品を購入します

「地域住民の健康増進」「子育て支援」のため受納した寄附金を活用し、備品の充実を図り

ます。

１ 概 要

（１） 子どもたちが活発な遊びができるよう遊具を設置します。

複合遊具新設工事（東郷西こども園） ５，０００千円

（２） 子どもが楽しく安心して遊べるよう室内遊具を購入します。

キッズプレイマット購入（城北・長篠・作手子育て支援センター） １９２千円

（３） 映像による効果的な健康づくりに関する情報を周知します。

デジタルサイネージ購入（保健センター） ３６０千円

２ 財 源

（１）地域福祉基金繰入金 ５，０００千円

（２）保健衛生費寄附金 ５１６千円

一般財源 ３６千円

問合先 健康福祉部

（１・２） こども未来課 課長 浅井 （電話０５３６－２３－７６２２）

（３） 健康課 課長 加藤 （ 〃 ２３－８５５１）

市独自

（１）３款－３項－６目（保育所費）

保育所管理事業

（２）３款－３項－９目（地域子育て支援センター費）

地域子育て支援センター運営事業

（３）４款－１項－３目（保健センター費）

保健センター管理事業

予算額

５，５５２千円
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⑤

化石燃料に依存した経営からの脱却を図るための

省エネルギー化施設・設備の導入を支援します。

新型コロナウイルス感染症及び燃油価格高騰等により経営環境が悪化した菌床栽培農家

に対し、化石燃料への依存から転換を図るための省エネルギー化が可能な施設・設備を導

入する取組みを支援します。

１ 概 要

（１）対象者

新城市内で菌床栽培を営む農業者、又は法人

（２）対象品目

菌床栽培品目（しいたけ等のきのこ類）

（３）対象事業

①省エネ機器（ヒートポンプ）の導入

②燃油使用量の削減につながる施設の改修（内張カーテンの多層化等）

（４）補助率

補助対象経費の１／２以内

２ 予 算 額 １７，９０２千円

財 源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 １７，９０２千円

問合先 産業振興部農業課 課長 加藤（電話０５３６－２３－７６３２）

新 規

市独自

６款 － １項 － ３目 （農業振興費）

省エネルギー化施設設備整備事業
（エネルギー・食料品等物価高騰対策事業）

予算額

１７，９０２千円
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⑥

燃料価格・物価高騰の影響を受ける

運送事業者を支援します

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から配送サービスの需要が高まったことや製

造業などの生産活動が回復し始めていることから、物流が増加しています。一方で、燃料

価格高騰や物価高騰の影響を受け、価格上昇分の運賃への価格転嫁が容易でない貨物自動

車運送事業者は大変厳しい状況にあります。

このことから、貨物自動車運送事業者への経営支援として、値上げが繰り返し行われて

いるスタッドレスタイヤ等タイヤ購入費（価格上昇分）に対し支援金を交付します。

１ 概 要

(1) 対象事業者

・貨物自動車運送事業法の許可を得て、貨物自動車運送事業を営む個人又は法人

・市内に本社又は営業所を有すること

(2) 対象車両

・基準日時点において愛知運輸支局での配置登録が市内の車両

(3) 支援額

・大型トラック（１０ｔ車、牽引車、被牽引車） ８５千円/台

・中型トラック（４ｔ車、６ｔ車） ３０千円/台

・小型トラック（２ｔ車、３ｔ車） １８千円/台

・軽自動車 ４千円/台

・普通車（霊柩車） １２千円/台

(4) 交付時期

・令和５年１月から令和５年２月

２ 予 算 額 ２９，８７１千円

・支援金 ２９，８７１千円

財 源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ２９，８７１千円

問合先 産業振興部産業政策課 課長 安藤（電話０５３６－２３－７６３４）

新 規

市独自

７款 － １項 － ２目 （商工振興費）

運送業界支援事業
（エネルギー・食料品等物価高騰対策事業）

予算額

２９，８７１千円
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⑦

学校給食共同調理場の本体工事を行います

学校給食共同調理場本体工事を行います。

１．現年度予算（１２月補正分）

①県有地使用料 ▲２８８千円

②県有地購入費 ２，２３１千円

財 源 一般財源 １，９４３千円

２．継続費（令和４-６年継続費）

①給食共同調理場 建設工事

・予算額 ２，７１５，７６８千円

令和４年度 ０千円

令和５年度 ２，１７２，６１５千円

令和６年度 ５４３，１５３千円

・対 象 給食共同調理場本体建設工事

・概 要 給食共同調理場建設工事一式

②給食共同調理場 建設工事監理業務委託料

・予算額 １７，６００千円

令和４年度 ０千円

令和５年度 ０千円

令和６年度 １７，６００千円

・対 象 給食共同調理場本体建設工事に係る工事監理業務

・概 要 本体工事監理業務一式

財 源

問合先 教育部教育総務課 課長 原田（電話０５３６－２３－７６３３）

継 続

新 規

（継続費）

１０款 － ５項 － ４目 （保健体育費－学校給食施設整備費）

学校給食施設改築事業

予算額

現年度 1,943千円

令和4-6 年度継続費

2,733,368千円

令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計

国庫補助金 0千円 149,280千円 34,210千円 183,490千円

地方債 0千円 1,932,200千円 502,800千円 2,435,000千円

一般財源 0千円 91,135千円 23,743千円 114,878千円

合計 0千円 2,172,615千円 560,753千円 2,733,368千円
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